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１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千㎥／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

＜料金表＞

計 画 給 水 人 口 48,500

現 在 給 水 人 口 49,019
法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

法適用

㎥／日

1988 年 4 月 1 日

配水池設置数

施 設 能 力 31,740

546

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

施 設 利 用 率

千ｍ

浄水場設置数

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

石垣市

水道事業

計 画 期 間 ：

8

～

管 路 延 長

0.72

供 用 開 始 年 月 日 1953 年 6 月 日

水 源

策 定 日 ：

別添１－1

石垣市　　　　　　　　　　事業経営戦略

事業の現況

　本市では二部料金制で、低廉な生活用水を提供する目的で用途別料金体系を採用し、水需要増の主な原因と考えられる大口使
用者の需要を抑制することを目的に逓増制を採用している。
　今後の料金改正においては、社会情勢や水需要の大幅な変化、資本的支出の増加が見込まれることから、大きな変化に対応でき
る最適な水道料金制度について、検討していく必要がある。
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項目 
基本料金(～10m3) 

１か月につき 
1～10m3 11～20m3 21～30m3 31m3 以上 

一般家庭用 1,230 円 0 円/m3 140 円/m3 160 円/m3 180 円/m3 

項目 
基本料金(～10m3) 

１か月につき 
1～10m3 11～30m3 31～50m3 51m3 以上 

業務用・ 

官公署用 
1,880 円 0 円/m3 190 円/m3 210 円/m3 240 円/m3 

項目 基本料金 1m3～ 

臨時用 0 円 430 円/m3 



④ 組　織

＜組織体制＞

＜職員数・職種・年齢構成等＞

年齢別職員数（2020年4月1日現在） 経験年数別職員数（2020年4月1日現在）

（２）

（３） 経営比較分析表等を活用した現状分析

　市長を水道事業管理者とし、水道部長のもと、総務課及び施設課の2課体制となっている。
　年齢構成は、40歳台前後、55歳以上に偏りが見られ、主に技術職員の年齢構成に起因している。水道施設の維持管理を担う技術職員については、平均年齢が50歳
程度となっており、今後の技術継承、人手の確保が必要である。

これまでの主な経営健全化の取組

　2017(平成29)年3月認可において、石垣市簡易水道事業を上水道事業へ統合した。これにより市内全域を上水道区域とし、統一料金による事業運営を行っている。

　本市では、2019年3月に、厚生労働省健康局水道課による「水道事業におけるアセットマネジメント（資産管理）に関する手引書」タイプ３Ｃに基づくマクロマネジメントを
行い、中長期な更新需要・財政収支見通しを明らかにし、今後の安定経営に向けた対応策や改善点について検討を行った。

　石垣浄水場の夜間及び休日の運転管理業務を民間業者に委託し、経費削減に努めている。このほか、検針、集金業務、給水装置修理業務、水質検査業務、量水器
取替業務、量水器開閉栓業務について外部委託し、経費削減に努めているところである。

　2016 (平成28)年度に「管路耐震化及び更新計画」を立案した。同計画では、限られた資金の中で、より効率的に管路の耐震化を行うために、管路の布設年度、布設
地盤条件に基づく耐震性評価、重要施設への供給対象管路等、管路整備の優先度を考慮した整備計画を設定している。さらに、これに合わせて配水区域のブロック化
を進めることとしており、維持管理性の向上、漏水量抑制等に取り組んでいく。今後とも、この計画に基づき、管路の耐震化が実現できるよう、必要な財源及びマンパワー
の確保に努め、確実に事業を推進していく。

※　直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

●経常収支比率
　本市のH27～R1における経常収支比率を右図に示す。
　本市の経常収支比率は118.13%～123.39%の間で増減しており、傾向はみられない。同規模
事業体平均値と比較して1割程度上回っている状況であり、概ね良好な状態である。
なお、R1年度は営業損失に転じ営業外収支益により黒字となっている。前年度に比べ給水収
益は増加したが、施設維持費用が前年度より増えたことで、経常収支比率は前年度に比べ減
少した。
今後とも、100%以上の水準を維持していくことが肝要である。

*1　水道事業の広域化とは、水道法（昭和32年法律第177号）第２条の２第２項の市町村の区域を超えた広域的な水道事業者間の連携等に当たるものである。その具体的な方策として
は、経営統合（事業統合及び経営の一体化をいう。以下同じ。）、浄水場等一部の施設の共同設置や事務の広域的処理等がある。
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職員数（人） 比率（％） 職員数（人） 比率（％） 職員数（人） 比率（％）

計 17 100.0 8 100.0 25 100.0

２０歳以上～２５歳未満 2 11.8 0 0.0 2 8.0

２５歳以上～３０歳未満 2 11.8 0 0.0 2 8.0

３０歳以上～３５歳未満 0 0.0 0 0.0 0 0.0

３５歳以上～４０歳未満 5 29.4 0 0.0 5 20.0

４０歳以上～４５歳未満 2 11.8 4 50.0 6 24.0

４５歳以上～５０歳未満 2 11.8 0 0.0 2 8.0

５０歳以上～５５歳未満 1 5.9 0 0.0 1 4.0

５５歳以上～６０歳未満 3 17.6 4 50.0 7 28.0

 ６１歳以上～ 0 0.0 0 0.0 0 0.0

平　　均　　年　　齢

　　　　　　　　　　職種別 事   務   吏   員 技　術　吏　員 合　　　　　計

40.2歳 49.6歳 43.2歳

職員数（人） 比率（％） 職員数（人） 比率（％） 職員数（人） 比率（％）

計 17 100.0 8 100.0 25 100.0

５年未満 13 76.5 4 50.0 17 68.0

５年以上～１０年未満 2 11.8 1 12.5 3 12.0

１０年以上～１５年未満 0 0.0 3 37.5 3 12.0

１５年以上～２０年未満 1 5.9 0 0.0 1 4.0

２０年以上～２５年未満 0 0.0 0 0.0 0 0.0

２５年以上～３０年未満 1 5.9 0 0.0 1 4.0

３０年以上 0 0.0 0 0.0 0 0.0

平  均  勤  続  年  数

　　　　　　　　　　職種別 事   務   吏   員 技　術　吏　員 合　　　　　計

4.1年 6.3年 4.8年

100.00

105.00

110.00

115.00

120.00

125.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 118.13 115.72 123.21 123.39 119.64

平均値 109.64 110.95 110.68 110.66 109.01

①経常収支比率(％)
【112.01】



●累積欠損金比率
　本市のH27～R1における欠損金比率を右図に示す。
　本市では欠損金は生じていない状況であり、今後も継続していくことが肝要である。

●流動比率
　本市のH27～R1における流動比率を右図に示す。
　H27以降、増加傾向であり、H30に同規模事業体の平均値を上回り、RIではさらに増加して
430.95％となっており、安定した経営状況といえる。要因としては、純利益や預金残高の増加、
投資額の減少があげられる。このうち、投資額の減少に関しては、近年の国庫補助額削減の影
響が大きいが、老朽化施設・設備は増加していく見込みであり、今後は既存施設の更新に必要
となる、適切な投資額について検討を行う必要がある。

●企業債残高対給水収益比率
　本市のH27～R1における企業債残高対給水収益比率を図Ａに
示す。
　H27以降減少傾向であり、H30以降は同規模事業体の平均値
を下回り、R1ではさらに減少して345.26となるなど、財政状況は
改善傾向にある。
　ここで、過去の建設改良費(上水道+簡易水道)、企業債発行額
及び補助金の推移を図Ｂに示す。
　図Ｂに示した企業債残高対給水収益比率の算定期間である
H26以降は、企業債発行額が少なくなっており、これが影響
していると考えられる。前述のとおり、老朽化施設・設備は増加
していく見込みであり、今後は既存施設の更新に必要となる、
適切な投資額について検討を行う必要がある。

●料金回収率
　本市のH27～R1における料金回収率を右図に示す。
　本市の料金回収率は100%を超過し、117.15%～126.97%で増減しており、給水に係る費用が
給水収益で賄われていることを示している。また、同規模事業体平均値を2~3割程度上回って
いる。
　次に示しているとおり、本市の水道料金は沖縄県内でも安価な部類にあり、給水に要する費
用が安価であることが示唆される。今後の、既存施設更新への投資、および財源等の状況によ
り、必要に応じて、適切な水道料金水準について検討を行う必要がある。

●給水原価
　本市のH27～R1における給水原価を右図に示す。
　本市の給水原価は、146.19～155.36円/m3で増減しており、同規模事業体と比較して1～1.5
割程度安価となっている。要因としては、緩速ろ過方式で浄水コストが比較的安価であること
や、施設稼働率が高く（後段の「施設利用率」参照）、効率的な施設運用ができていると考えら
れること、また、給水量が多い市街地への配水が自然流下であり、配水コストが安価であること
等が考えられるが、上述のとおり、適切な投資額が確保されているかどうかについても、合わせ
て検討を行う必要がある。

●施設利用率
　本市のH27～R1における施設利用率を以下に示す。
　本市の施設利用率は、概ね74％前後で推移しており、類似事業体と比較して、高い値を維持
しており、良好な状況と言える。ただし、本市の負荷率は75～85％程度であることから、水使用
量が多い日には、施設利用率は100％に近い状態となり、施設の能力に余裕が無い状態とも言
える。

●有収率
　本市のH27～R1における有収率を右図に示す。
　本市の有収率はH29、H30が若干低かったものの、概ね86％程度で一定となっており、同規
模団体とも大きな違いはない。今後、有収率向上のためには、老朽管更新に取り組み、漏水の
減少を図る必要がある。
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●固有資産減価償却率
　本市のH27～R1における有形固定資産減価償却率を右図に示す。
　本市の有形固定資産減価償却率は、H26以降上昇傾向であり、既存施設の経年化が進行し
ていることを示している。
　同規模団体も上昇傾向であるが、上昇のペースが本市のほうが早くなっている。計画的な施
設更新が必要であるといえる。

●管路経年化率
　本市のH27～R1における管路経年化率を右図に示す。
　本市の管路経年化率は、同規模団体と比較して低い水準であるものの増加傾向にある。
　今後、さらに経年化管路が増加する見込みであるため、管路更新への投資が必要である。

●管路更新率
　本市のH27～R1における管路更新率を右図に示す。
　本市の管路更新率は、概ね0.1～0.3％前後で推移しており、類似団体平均値よりも低い水準
となっている。
　前述のとおり、管路経年化率も上昇傾向であることから、老朽管更新への取り組みは重要な
課題と考えられる。
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２．将来の事業環境

（１）

（２）

給水人口の予測

【実績の推移】　有収水量及び１日平均給水量は、2012（平成24）年までは減少傾向であったが、それ以降は増加に転じている。2013（平成25）年の石垣空港開港以
降、観光客数が大幅に増加していることが要因の1つと考えられる。なお、1日最大給水量は、年により大きな変動があるが、台風等、気象条件による影響と考えられる。
【予測手法】　水需要量は、生活用、業務営業用、官公署用、その他用。分水の各用途別に推測する。各用途別水量は、以下のとおり設定する。
・生活用水量・生活用水量は、生活用原単位に給水人口を乗じることにより算出する。生活用原単位については時系列傾向曲線により将来値を設定する。なお、新規開
発分を別途加算する。
・業務営業用水量：業務営業用水量は時系列傾向曲線により将来値を設定することを基本とする。これに新規開発による使用水量を加算することとする。
・その他用水量：その他用水量は、臨時用、共用水栓、船舶給水が含まれる。時系列傾向曲線により将来値を設定する。
・分水：本市では、竹富町簡易水道に対する分水を行っており、この水量は時系列傾向曲線により将来値を設定する。

　以上のように設定した生活用水量、業務営業用水量、官公署用水量、その他用水量、分水量を加算することで有収水量を算出する。

・１日平均給水量
　１日平均給水量は、有収水量を有収率で除すことにより算出する。有収率は、有効率から有効無収率を差し引くことにより算出することとし、有効率については実績値
の状況と厚生労働省からの指導を基に将来値を設定する。有効無収率については実績値を基に将来値を設定する。

・１日最大給水量
　１日最大給水量は１日平均給水量を負荷率で除すことにより算出する。負荷率については実績値を基に将来値を設定する。

 【有収算定結果】　2019(R1)年度実績値20,195m3/日は、計画年度である2030(R12)年度には新規開発の影響で20,564m3/日まで増加するが、その後は若干の増減を
繰り返しながらほぼ横ばいで推移し、2045(R27)年度には、20,536m3/日の予測としている。

水需要の予測

　本市では、可住地区全域を給水区域としており、給水区域内人口の将来値は行
政区域内人口と一致する。また、本市の給水普及率は100％を達成しており、給水
人口は、給水区域内人口（＝行政区域内人口）と一致する。
　本市の給水人口は、緩やかに増加しており、2019(令和元）年度における給水人
口は、48,132人である。
　将来の行政区域内人口（＝給水人口）は、既往の人口（すう勢分）を人口の変動
要因（出生・死亡・移動）に着目して推計するコーホート要因法を用いて設定する。
これに新規開発による増加分を別途加算する。
　
　以上により行政区域内人口（＝給水人口）算定結果を右図に示すとおりである。
　コーホート要因法によるすう勢分の行政区域内人口は、2020（令和2）年度にピー
クである48,171人となり、以降は緩やかに減少に転じる。ただし、新規開発関連の
流入人口により、いったん増加に転じ、2024（令和６）年度にピークとなる49.079人
となる。その後は緩やかに減少していき、経営戦略の計画年度である2030（令和
12）年度には、48,588人、2014（令和27）年度には46,887人まで減少する予測と
なっている。

実績の推移 予測値の推移
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３．経営の基本方針

        図D　料金収入の見通し（用途別給水収益に用途別給水量の将来予測を考
慮）

本市では、取り巻く時代や環境の変化に的確に対応しつつ、５０年後、１００年後の将来まで、いつでも、どこでも、誰でも、安心して利用可能であり続けることを理想像と
する「石垣市水道ビジョン」を2020(令和2)年2月に策定した。経営戦略における基本方針は、このうちの「持続」に関連する「持続可能な水道事業の構築」を踏襲するもの
とし、以下に示す施策を確実に実施していくこととする。
【広域化への取り組み】　広域化を含めた望ましい水道事業形態の検討
【維持管理体制の維持・強化】　最適な組織体制の検討、技術の継承、研鑽への取り組み、官民連携手法導入の検討
【効率的な施設整備】　効率的施設整備の検討、アセットマネジメントへの取り組み
【水道料金の適正化】　本経営戦略に基づく施策の実施
【水道業務の効率化】　設備台帳、管路情報の整備、活用
【お客様サービスの向上】　市民のニーズの把握、料金納入にかかる利便性向上への取り組み強化、市民とのコミュニケーション推進
【広報活動の充実】　水道事業に関する積極的な情報発信、効率的な広報の検討

組織の見通し

料金収入の見通し

　本市の水道料金収入は、2012(平成24)年度の新石垣空港開港を契機とした観光客数の増加等を要因として、増加の傾向にある。
　有収水量の予測値に、直近の供給単価（R1：186.95円/m3）を乗じることにより、将来の料金収入を算出した結果が、以下の図Cである。料金収入は、有収水量の予測
に連動し、いったん増加した後はほぼ横ばいで推移する見込みである。
　ただし、今後は人口の減少に伴い、生活用水量は減少する見込みである一方、業務営業用水量は増加を見込んでいる。そこで、2019(R1)年度における用途別の給水
収益に、用途別有収水量の変化率を乗じて将来の給水収益を推測したものを図Dに示す。
　図Cに示した料金収入の予測では、横ばいから減少傾向となっていたが、図Dに示したように、用途別の料金収入と、個別の変動を考慮する場合には、料金収入は増
加傾向となることが分かる。
　以上のことから、水道料金改定が必要となる場合には、その料金体系の検討において、将来の需要構造の変動についても十分考慮する必要があると言える。

　2020年度現在の職員が、そのまま、入れ替えなしで現在の職務に従
事し続けると仮定した場合における、5年後（2025年度）、10年後2030
年度の年齢構成を以下に示す。
　水道施設の運転、維持管理等に従事する技術職員に関しては、55歳
以上となる職員数は、５年後に半数、10年後には6割以上となり、職員
の補充や技術の継承が大きな課題になることが考えられる。
 

　ここで、以下に職員1人あたりの有収水量、水道業務に携わる職員の
平均経験年数を、本市と類似事業体で比較したものを示す。
　職員1人あたり有収水量は、料金収入の基となる水量を水道職員数
で割ったもので、同じ水量であれば、水道職員数が少ないほど高い数
値なる。水量等が本市と同様である「類似事業体」と比較すると、有収
水量の規模と比較して、本市の職員数は若干多いことが示唆される。
　ただし、水道事業に従事する職員数は減少傾向であり、本市でも人
手が足りない状況である。また、水道業務平均経験年数に関しては、
類似事業体と比較して本市では経験年数が短い傾向が見られる。
　以上を考慮すると、水道事業に携わる人材の確保と、必要な技術の
習得や継承等が今後大きな課題になると考えられるとともに、本市に
とって最適な組織体制についても検討を行っていく必要がある。
　
　上記のとおり、水道職員は現在不足している状況であり、今後の施設
更新事業や維持管理体制の確保から、水道職員の確保を要望してい
くものの、現在その目処はたっていない状況である。

図C　料金収入の見通し（有収水量×供給単価）
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４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

目 標

【白水原水調整池整備】本施設は渇水時にも安定的な取水を可能とする需要施設である。現在までに、5池のうち1池（6万m3）完成
している。2035(令和17)年度までの全池の完成を目標とし、その事業スケジュールに合わせた投資計画を立案する。
【石垣浄水場更新整備】石垣浄水場は、本市浄水能力の9割近くを担う基幹施設である。老朽化が進み、更新時期を迎えており、更
新に向けた投資を見込む必要がある。本計画では石垣浄水場更新に向けた投資を見込む。
【既存設備更新整備】アセットマネジメント検討に基づき、既存設備の更新基準による更新費用を事業計画に見込む。
【管路整備】2016 (平成28)年度に策定した「管路耐震化及び更新計画」と、ブロック化計画に基づき、管路整備を進める。年間投資
額の目標値を設定し、同投資額を事業計画に見込む。

【白水原水調整池】
　白水原水調整池は、利水計算より、5池（300,000m3）整備することで、安定取水量9,000m3/日を取水することが可能な施設である。
　本市は、1池整備済みであるが、残りの4池については未整備であり、本市の水道ビジョンに掲げている「災害にも強い安定した水道」を供給していくためにも、残り4池
の整備を早急に行い、渇水被害にも強い水道を構築していく必要がある。本施設の概算事業費は、約95.4億円である。
【石垣浄水場更新整備】
　石垣浄水場は、着水井、沈澱池、塩素混合井、配水池の耐震性がないことに加えて、老朽化が進んでいることから、耐震化を視野に入れた更新工事が必要である。本
施設の更新概算事業費は、約107億円である。

【既存設備更新整備】
　既存設備の更新は、今後大幅な増加が見込まれる。これより、既存設
備については、適切なメンテナンスの実施により、長寿命化を図りなが
ら、更新整備するものとし、耐用年数×1.5で算出した更新需要を見込
む（図Ｅ参照）。

【管路整備】
　既設管路を、法定耐用年数で更新する場合の更新需要は図Ｆに示
すとおりである。
　2021年度で法定耐用年数を超過している管路の更新需要は約44億
円であり、2021~2030年の10ヶ年の平均更新需要は、約14億円/年で
ある。これ以降、2031~2040年の平均更新需要は18億円/年、
2041~2050年の平均更新需要は10億円/年となり、これ以降は大きく減
少する見込みである。
　一方ダクタイル鋳鉄管、ポリエチレン管及びSUS管の耐用年数を、法
定耐用年数の1.5倍としたときの更新需要は、図Ｇに示すとおりであり、
2030年まではほとんど管路更新需要が発生しない。
　ただし、ダクタイル鋳鉄管のうち、耐震性の低い継手構造であるA型、
T型については、地震時における被害リスク低減のため、計画的な更新
が必要である。
このため、図Ｇに示したとおり、2050年度までに発生する更新需要につ
いては、2021年度以降前倒しで、この間の平均更新需要である約4.5
億円/年の老朽管更新事業に取り組む計画とする。
　2050年度以降については、さらに更新需要が増大する見込みである
が、1990年代以降布設の比較的新しい管路であり、耐用年数60年以
上のさらなる長寿命化について今後検討を行い、更新需要の平準化、
抑制を図るものとする。

図Ｅ 全資産の更新需要の見通し（耐用年数×1.5倍）

図Ｇ 管路の年度別更新需要の見通し（管路特性に応じた長寿命化考慮）

 

約 4.5 億円/年 さらなる長寿命化で更新需要抑制 

 

 

14 億円/年   18 億円/年     9.9 億円/年   1.1 億円/年 

図Ｆ 管路の年度別更新需要の見通し（法定耐用年数で更新）
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43
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52
2

43
9,
83
8

70
4,
60
2

30
8,
05
4

1,
05
1,
26
5

30
8,
05
4

41
6,
08
3

30
8,
05
4

47
3,
33
6

57
0,
18
9

59
2,
58
9

28
4,
53
4

80
,5
90

13
5,
76
1

15
8,
95
7

1,
20
0,
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1
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00
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計
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8
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1
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0
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1
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費
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8

2,
56
6,
17
9

2,
41
5,
89
7

97
8,
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0
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費
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20
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20
46
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諸
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込
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2
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3
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4
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5

R2
6

R2
7
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8
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9

R3
0

R3
1

R3
2

R3
3

R3
4

R3
5

R3
6

R3
7

R3
8

R3
9

R4
0

R4
1

R4
2

項
　
目

（
千
円
）

白
水
原
水
調
整
池
新
設
（
Ｎ
ｏ
２
）

６
０
年

2,
34

3,
10

7

白
水
原
水
調
整
池
新
設
（
Ｎ
ｏ
３
）

６
０
年

2,
41

3,
59

3

白
水
原
水
調
整
池
新
設
（
Ｎ
ｏ
４
）

６
０
年

2,
34

3,
10

7
3,
20
4

白
水
原
水
調
整
池
新
設
（
Ｎ
ｏ
５
）

６
０
年

2,
44

4,
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0
1,
29
3,
30
1

97
3,
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1

14
3,
10
7

33
,6
41

小
計

9,
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3,
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7
3,
20
4

1,
29
3,
30
1
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3,
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3,
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7
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,6
41

石
垣
浄
水
場
全
面
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－
10

,7
31

,9
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石
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浄
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場
撤
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－
1,

34
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0

小
計
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中
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へ
の
送
水
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設

４
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年

56
3,

52
9

小
計
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更
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,0

94
45
0,
00
0

45
0,
00
0

45
0,
00
0

45
0,
00
0

45
0,
00
0

45
0,
00
0

45
0,
00
0

45
0,
00
0

45
0,
00
0

45
0,
00
0

45
0,
00
0

45
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0,
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0
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0
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0
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0
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0
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0
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0

新
設
配
水
管
整
備
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画
参
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）

４
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年

3,
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1
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00
0
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00
0
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00
0

10
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00
0
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0,
00
0
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00
0

10
0,
00
0

10
0,
00
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00
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0
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0

10
0,
00
0
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配
水
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路

４
０
年

1,
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4,
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0
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0
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整
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：
弁
室
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年
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0,
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1,
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水
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：
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備
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年
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0
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備
：
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類
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減
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弁
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年
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0

31
,2
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小
計
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,9
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,6
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00
0
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00
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0
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0
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×
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０
年
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8,
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0

43
2

31
7
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16
8

17
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12
7
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2,
62
7

22
3,
75
1

17
,6
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3,
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5,
39
4

建
築
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年
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×
1.
5)

５
０
年

94
1,

88
2

12
4,
30
2

16
2,
53
7

58
,8
49

38
8,
20
2

7,
21
3

12
,3
42

71
,2
20

27
,1
55

90
,0
63

機
械
(耐

用
年
数
×
1.
5)

１
５
年

7,
73

4,
85

1
10
1

26
1,
08
2

44
,6
86

57
,4
15

56
9,
06
9

36
,7
88

97
,2
59

52
,8
21

62
3,
68
4

27
4,
19
5

50
5,
94
1

84
,0
00

10
1

電
気
(耐

用
年
数
×
1.
5)

１
５
年

6,
23

5,
48

4
13
1,
78
3

39
6,
44
7

48
2,
12
9

10
8,
02
9

12
0,
59
5
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4,
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0

36
,6
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38
,5
02
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13
6
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1,
15
3

59
,0
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13
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計
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9
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1

81
,6
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8
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8,
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1,
40
0,
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9
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2,
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6

50
9,
34
7
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,0
00
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1,
78
3
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3,
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2

95
,4
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計

62
,6
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,1

77
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5,
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0

2,
40
2,
38
6

1,
52
4,
41
3

1,
43
6,
31
8

58
3,
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8
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8,
02
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55
0,
00
0

77
4,
13
1
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2,
13
4

1,
50
7,
27
1

55
0,
00
0
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1,
62
3

85
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8
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8,
79
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1,
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0,
92
9

97
2,
16
6

1,
05
9,
34
7

63
4,
00
0
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1,
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3,
70
2
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5,
45
7
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費

34
2,

00
0
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費

4,
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3,
18

1
16
5,
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8

55
,0
43

12
9,
32
1

55
,0
32

65
,8
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55
,0
00
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,4
13
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0,
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,0
00
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,2
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00

68
,1
78

97
,3
70

64
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,5
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56
3,
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00
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2,
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5,
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1,
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1,
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新
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原
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（
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池
（

1
池
）
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営

戦
略

期
間

原
水
調
整
池
（

1
池
）



③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

経費積算の考え方は下表に示すとおりである。

目 標 投資計画の着実な実施に向けて、整備・更新に必要な財源確保の検討や経費削減等に努め、事業経営の安定化を図る。

②　収支計画のうち財源についての説明

【主な財源確保の取り組み】
(1)料金：
　前述の「２．将来の事業環境（３）料金収入の見通し」に記載したとおり、給水収益は、増加傾向である。ただし、今後は、白水原水調整池整備、石垣浄水場更新事業を
はじめ、老朽化した管路や設備の更新整備等、これまで以上に施設整備への投資が必要となることから、支出の大幅な増加が見込まれる。
　そのため、これらの事業を着実に実施できる財源を確保するために、収益の大部分を占める水道料金を適正な価格に設定した上で、将来にわたって安定した経営を
行っていく。

(2)企業債：事業計画を着実に実行できるように、必要に応じて借り入れを行う。

(3)国庫補助:厚生労働省が所管する国庫補助制度（沖縄簡易水道等施設整備費など）を有効活用し、財源確保に努める。

(4)繰入金：旧簡易水道施設整備にかかる企業債償還（元金及び利息）ついて、一般会計からの繰り入れを見込む（基準内繰り入れ）。

　将来の経費削減の可能性として、委託の包括化（包括的民間委託等）等が考えられるが、具体化していないため、収支計画の策定において反映はしていない。
　なお修繕費に関しては、既存施設の長寿命化に伴い、現状と同等以上の費用が必要になると考えられ、同額を計上している。

原水及び浄水費 ・職員給与費+経費

職員給与費 ・基本給+その他

・年間１人当たり単価×職員数(４人)

・年間１人当たり単価は令和２年度予算単価(2,914千円/人)を採用

その他 ・手当等+報酬+賞与引当金繰入額

手当等 ・令和２年度予算値で一定

報酬 ・令和２年度予算値で一定

賞与引当金繰入額 ・平成２９年度～令和２年度の(基本給+手当等)に対する平均率×(基本給+手当等)

経　費

・動力単価×給水水量

・動力単価は令和２年度予算値(9.9円/m3)を採用

・薬品単価×給水水量

・薬品単価は令和２年度予算値(1.4円/m
3
)×(1+消費者物価指数)

受水費 ・令和２年度予算値で一定

修繕費 ・令和２年度予算値×(1+消費者物価指数)

委託料 ・令和２年度予算値×(1+消費者物価指数)

その他作業費 ・令和２年度予算値×(1+消費者物価指数)

配水及び給水費 ・職員給与費+経費

職員給与費 ・基本給+その他

・年間１人当たり単価×職員数(7人)

・年間１人当たり単価は令和２年度予算単価(4,215千円/人)を採用

その他 ・手当等+報酬+賞与引当金繰入額

手当等 ・令和２年度予算値で一定

報酬 ・令和２年度予算値で一定

賞与引当金繰入額 ・平成２９年度～令和２年度の(基本給+手当等)に対する平均率×(基本給+手当等)

経　費

・動力単価×給水水量

・動力単価は令和２年度予算値(9.9円/m
3
)を採用

修繕費 ・令和２年度予算値×(1+消費者物価指数)

委託料 ・令和２年度予算値×(1+消費者物価指数)

その他作業費 ・令和２年度予算値×(1+消費者物価指数)

受 水 費

経　費

その他作業費 ・令和２年度予算値×(1+消費者物価指数)

総 係 費 ・基本給+その他

職員給与費 ・基本給+その他

・年間１人当たり単価×職員数(13人)

・年間１人当たり単価は令和２年度予算単価(3,301千円/人)を採用

その他

手当等 ・令和２年度予算値で一定

報酬 ・令和２年度予算値で一定

賞与引当金繰入額 ・平成２９年度～令和２年度の(基本給+手当等)に対する平均率×(基本給+手当等)

法定福利費 ・平成２９年度～令和２年度の(基本給+手当等)に対する平均率×(基本給+手当等)

退職給付金 ・平成２９年度～令和２年度の(基本給+手当等)に対する平均率×(基本給+手当等)

退職手当組合負担金 ・平成２９年度～令和２年度の(基本給+手当等)に対する平均率×(基本給+手当等)

経　費

修繕費 ・令和２年度予算値×(1+消費者物価指数)

委託料 ・令和２年度予算値×(1+消費者物価指数)

その他作業費 ・令和２年度予算値×(1+消費者物価指数)

・令和元年度までの既存施設分+令和２年度以降の新規分

・耐用年数は建築50年、土木60年、電気機械15年、計装10年、管路40年、量水器8年、その他23年

資産減耗費 ・令和２年度予算値×(1+消費者物価指数)

その他営業費用 ・令和２年度予算値×(1+消費者物価指数)

減価償却費

基本給

動力費

基本給

基本給

動力費

薬品費



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

②　財源についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

　今回策定した「石垣市水道事業経営戦略」は、2020（令和2）年2月に策定した「石垣市水道ビジョン」を上位計画として策定してお
り、同ビジョンの改訂に合わせ、内容の見直しを行う必要がある。
　ただし、本経営戦略は、水道事業の経営に直結するものであり、個々の事業計画の進捗、国庫補助の採択、水需要予測と実績と
の乖離等、本計画のもととなっている基本条件については毎年度モニタリングを行い、本計画の実施状況について、検証を行うもの
とする。
　さらに、経営状況の客観性や実効性を保証するために、必要に応じて、「石垣市公共事業評価監視委員会」において計画の進捗
状況に関する審議を行う等、経営評価の透明性、信頼性を高めるものとする。さらに、水道事業再評価における事業計画との整合を
図る等、水道ビジョン、経営戦略、再評価を一体として事業を進めていくこととする。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

　本市では、主にリゾート開発等により水需要量は増加傾向であることから、ダウンサイジングは考えづらい。一方で、本市の基幹施設である石
垣浄水場は老朽化が進んでおり、更新が必要な時期となっている。ただし、投資規模が大きいことから、効率的な事業の実施のため、直に耐用
年数に達する石垣配水池及び設備のみを更新するものとし、他施設については、長寿命化により、事業費の削減を図ることも検討する。

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

　本市では、通常時の水使用量に対して、突発的に、1日だけ、水の使用量が大きく増加することが特徴となっている。このように、使用量が多
い状態が継続することなく、突発的に水使用量が多くなる場合には、通常時においては施設能力に余裕がある状態となり、施設利用に関する
効率が低くなることが考えられる。
このため、例えば、容量の大きい配水池を整備し、水使用量が多い日には、配水池に貯留した水を利用することで浄水場能力を補う（浄水場能
力を小さくする）等、水道施設整備においては、水道施設整備費用の削減と水の供給の安定性確保を両立した、水道施設全体で効率的な施
設形態となるよう、検討を行うこととしている。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

資 産 の 有 効 活 用 等 （ *2 ） に よ る
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組

・情報通信技術の活用（ＩＣＴの活用による業務改善等）
　本市では、配水ブロック化事業を進めることとしているが、配水幹線整備、監視システム等の構築には長期を要する見込みである。このため、
老朽管更新事業に合わせて、徐々に配水ブロック化の実現を図っていくこととしている。一方で、既存の仕切弁等を活用した小規模なブロック
化を進めている。これにより、有収率の向上が期待でき、浄水コストの低減が図られ、経費削減につながるものと考えている。
・新技術の活用
　本市では、配管の更新時にはGX管を採用している。地方公営企業法上の耐用年数は40年であり、これに応じた減価償却を行っていくが、実
耐用年数は100年とも言われており、適切な施工と維持管理により、可能な限りの長寿命化を目指し、長期的な更新費用の削減を図るものとす
る。

施設整備にかかる国庫補助事業について、補助金を除く全額について企業債を見込むものとする。

旧簡易水道施設整備にかかる企業債償還（元金及び利息）ついて、一般会計からの繰り入れを見込む（基準内繰り入れ）。

沖縄県生活衛生薬務課を中心に、年1回程度の会議（｢水道事業広域連携検討会（八重山ブロック）｣）を行っている。今後も、水道事業を安定
的に持続させるため、望ましい水道事業の形態について、広域化の視点も踏まえながら、議論を進めていくものとする。広 域 化

2036（令和18）年度に15％、2041（令和23）年度に8％、2046（令和28）年度に7％の改定を行うものとする。

民 間 の 資 金 ・ ノ ウ ハ ウ 等 の 活 用
（ PPP/PFI 等 の 導 入 等 ）

ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト の 充 実
（ 施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等
に よ る 投 資 の 平 準 化 ）

該当なし

そ の 他 の 取 組 該当なし

繰 入 金

※　投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　　 また、（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向け
　 た取組の方向性、検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。

アセットマネジメントの効果的な実践のためには、水道施設の計画的な点検等、維持管理の充実が必要であることから、本市においては、慢性
的な人員不足が課題となっていることを踏まえ、2018年度策定の「石垣市新水道ビジョン」において

以上3点を施策とした。さらに、効率的な維持管理を継続的に実施していくため、設備台帳の整備と、設備台帳の活用による計画的修繕の実
施、これに伴うライフサイクルコスト（修繕費＋更新費）の最適化（アセットマネジメントへの取組）に取り組んでいく。

職員の人手不足や、大規模な施設整備へ対応する手段として、また、個別委託以外の官民連携手法についても、その導入の可能性について
検討を行っていく。

企 業 債



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 1,401,230 1,472,272 1,461,816 1,443,525 1,447,652 1,468,405 1,484,737 1,488,272 1,487,424 1,493,793 1,488,843 1,490,947
(1) 1,361,988 1,428,158 1,423,624 1,405,179 1,409,152 1,429,751 1,445,929 1,449,308 1,448,304 1,454,517 1,449,411 1,451,357
(2) (B) 0 0 2,728 2,739 2,750 2,761 2,772 2,783 2,794 2,805 2,816 2,827
(3) 39,242 44,114 35,464 35,607 35,750 35,893 36,036 36,181 36,326 36,471 36,616 36,763

２． 450,629 439,454 445,288 378,292 393,957 424,041 448,073 472,883 509,115 528,863 566,042 602,349
(1) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 423,393 414,817 423,298 358,761 376,945 409,600 436,271 463,684 502,104 523,533 562,045 599,152
(3) 27,236 24,637 21,990 19,531 17,012 14,441 11,802 9,199 7,011 5,330 3,997 3,197

(C) 1,851,859 1,911,726 1,907,104 1,821,817 1,841,609 1,892,446 1,932,810 1,961,155 1,996,539 2,022,656 2,054,885 2,093,296
１． 1,388,974 1,453,579 1,585,847 1,566,758 1,552,207 1,545,099 1,510,426 1,550,893 1,550,597 1,534,799 1,517,610 1,549,886
(1) 207,801 213,626 288,003 300,321 300,321 300,321 300,321 300,321 300,321 300,321 300,321 300,321

114,628 119,172 148,123 148,128 148,128 148,128 148,128 148,128 148,128 148,128 148,128 148,128
29,825 30,205 30,996 34,395 34,395 34,395 34,395 34,395 34,395 34,395 34,395 34,395
63,348 64,249 108,884 117,798 117,798 117,798 117,798 117,798 117,798 117,798 117,798 117,798

(2) 447,821 524,911 566,761 551,720 552,873 555,109 557,165 558,328 560,193 562,514 564,129 566,204
77,330 74,382 79,438 78,696 78,034 78,311 78,423 77,750 77,684 78,009 77,712 77,806

112,591 127,908 177,455 178,165 178,878 179,594 180,312 181,033 181,757 182,484 183,214 183,947
123 69 1,000 1,004 1,008 1,012 1,016 1,020 1,024 1,028 1,032 1,036

257,777 322,552 308,868 293,855 294,953 296,192 297,414 298,525 299,728 300,993 302,171 303,415
(3) 733,352 715,042 731,083 714,717 699,013 689,669 652,940 692,244 690,083 671,964 653,160 683,361

２． 111,818 105,623 117,247 108,854 102,846 99,596 98,521 102,510 109,117 107,581 109,051 119,413
(1) 109,896 99,823 90,401 81,901 75,786 72,428 71,245 75,126 81,624 79,979 81,338 91,589
(2) 1,922 5,800 26,846 26,953 27,060 27,168 27,276 27,384 27,493 27,602 27,713 27,824

(D) 1,500,792 1,559,202 1,703,094 1,675,612 1,655,053 1,644,695 1,608,947 1,653,403 1,659,714 1,642,380 1,626,661 1,669,299
(E) 351,067 352,524 204,010 146,205 186,556 247,751 323,863 307,752 336,825 380,276 428,224 423,997
(F) 17,183 15,746 2,729 2,740 2,751 2,762 2,773 2,784 2,795 2,806 2,817 2,828
(G) 79 410 25,460 25,562 25,664 25,767 25,870 25,973 26,077 26,181 26,286 26,391
(H) 17,104 15,336 -22,731 -22,822 -22,913 -23,005 -23,097 -23,189 -23,282 -23,375 -23,469 -23,563

368,171 367,860 181,279 123,383 163,643 224,746 300,766 284,563 313,543 356,901 404,755 400,434
(I) 0 46,324 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(J) 2,062,747 2,317,457 1,843,279 1,760,847 1,779,976 1,829,112 1,868,125 1,895,521 1,929,721 1,954,964 1,986,114 2,023,240

143,980 158,355 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(K) 557,949 537,751 613,833 603,927 596,517 592,784 579,900 595,923 598,197 591,950 586,284 601,652

456,016 442,242 530,320 521,761 515,359 512,134 501,003 514,846 516,811 511,414 506,519 519,796

48,280 65,396 52,701 51,850 51,214 50,894 49,788 51,163 51,358 50,822 50,336 51,655
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 1,401,230 1,472,272 1,459,088 1,440,786 1,444,902 1,465,644 1,481,965 1,485,489 1,484,630 1,490,988 1,486,027 1,488,120

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(N)

(O)

(P)

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ） 100100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

2028年度 2029年度2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

本年度

営 業 収 益

2021年度 2026年度 2027年度



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． 101,992 236,000 112,000 365,000 580,300 733,800 1,211,800 1,399,800 535,300 807,500 1,634,500 1,726,900

２．

３．

４． 0 0 1 109,205 109,079 111,657 114,304 105,816 89,499 78,003 53,902 16,023

５． 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0

６． 109,362 212,457 112,000 365,026 580,396 733,833 1,211,833 1,399,974 535,410 807,559 1,634,552 1,727,080

７． 0 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

８． 101,992 104,335 106,739 0 0 0 0 0 0 0 0 0

９． 0 0 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

(A) 313,346 552,792 330,745 839,235 1,269,779 1,579,294 2,537,941 2,905,594 1,160,213 1,693,066 3,322,958 3,470,007

(B)

(C) 313,346 552,792 330,745 839,235 1,269,779 1,579,294 2,537,941 2,905,594 1,160,213 1,693,066 3,322,958 3,470,007

１． 166,825 478,089 297,960 730,051 1,344,661 1,646,004 2,736,796 3,081,590 1,298,485 1,837,197 3,444,384 3,653,036

２． 463,634 460,939 445,725 465,278 461,438 439,233 458,434 476,867 491,877 478,992 446,566 433,128

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． 0 0 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

(D) 630,459 939,028 748,685 1,200,329 1,811,099 2,090,237 3,200,230 3,563,457 1,795,362 2,321,189 3,895,950 4,091,164

(E) 317,113 386,236 417,940 361,095 541,320 510,944 662,290 657,863 635,150 628,123 572,992 621,158

１． 197,113 262,957 405,890 317,309 378,915 280,069 216,669 228,560 187,979 148,431 91,115 84,209

２． 120,000 110,000 0 0 89,711 137,712 288,437 246,466 379,582 375,033 265,089 305,940

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 13,279 12,050 43,786 72,695 93,163 157,184 182,837 67,589 104,659 216,788 231,009

(F) 317,113 386,236 417,940 361,095 541,320 510,944 662,290 657,863 635,150 628,123 572,992 621,158

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(H) 4,995,894 4,770,955 4,437,230 4,336,952 4,455,814 4,750,381 5,503,747 6,426,680 6,470,103 6,798,611 7,986,545 9,280,317

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

本年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

計

そ の 他

2026年度 2027年度 2028年度

他 会 計 負 担 金

2029年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

本年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度


